
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成14年 4月26日

上 場 会 社 名       沖電線株式会社 上場取引所東

コード番号       5815 本社所在都道府県

（URL http://www.okidensen.co.jp)　 神奈川県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役

　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　古 澤  啓 男 TEL (044) 754 - 4350
決算取締役会開催日　　平成 14年 4月 26日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年 3月期の業績（平成13年 4月 1日 ～ 平成14年 3月31日）
(1)経営成績 （注）本決算短信における金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 11,472 △ 21.2 △ 583 - △ 824 -
13年  3月期 14,560 15.8 783 - 997 -

  当 期 純 利 益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 522 - △ 13.40 - △ 4.6 △ 4.5 △ 7.2
13年  3月期 467 - 12.00 - 4.1 5.2 6.8
(注)①期中平均株式数 14年  3月期    38,988,143 株　　　13年  3月期    38,990,435 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 0.00 0.00 0.00 - - -
13年  3月期 2.50 0.00 2.50 97 20.8 0.8

(3)財政状態
総  資  産   株　主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 16,584 11,004 66.4 282.28
13年  3月期 19,731 11,871 60.2 304.46
(注)①期末発行済株式数　14年  3月期     　38,983,440 株　13年  3月期     　38,990,004 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期          　7,430 株　13年  3月期            　866 株

２. 15年 3月期の業績予想（ 平成14年 4月 1日  ～  平成15年 3月31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 6,000 30 10 － － －
通　　期 13,000 330 170 － 2.50 2.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4 円 36 銭 

(注)上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでおります。

　　実際の業績は、様々な要素によりこれら業績予想は大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。
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１－ (1) 貸 借 対照表
（単位千円）

当事業年度末

平成14年3月31日現在

前事業年度末

平成13年3月31日現在

対前期比較増減

（△印は減）科目

金額 構成比 金額 構成比 金額

（資産の部） ％ ％

流動資産 6,812,187 41.1 9,518,051 48.2 △　2,705,864

現金及び預金 490,851 1,868,182 △　1,377,331

受取手形 1,680,665 2,316,381 △　635,716

売掛金 2,357,974 3,360,070 △　1,002,096

自己株式 ─ 238 △　238

製品 779,785 897,078 △　117,293

原材料 363,199 344,880 18,319

仕掛品 363,549 234,266 129,283

貯蔵品 30,424 19,374 11,050

前払費用 10,740 18,278 △　7,538

繰延税金資産 451,092 145,636 305,456

未収金 145,676 183,543 △　37,867

その他流動資産 148,228 152,122 △　3,894

貸倒引当金 △　10,000 △　22,000 12,000

固定資産 9,771,926 58.9 10,213,578 51.8 △　441,652

有形固定資産 7,435,313 44.8 7,550,812 38.3 △　115,499

建物 4,129,225 4,450,266 △　321,041

構築物 142,793 152,226 △　9,433

機械装置 1,449,051 1,249,491 199,560

車両運搬具 9,665 13,062 △　3,397

工具器具備品 300,642 277,279 23,363

土地 1,403,396 1,403,396 ─

建設仮勘定 539 5,089 △　4,550

無形固定資産 36,571 0.2 41,111 0.2 △　4,540

施設利用権・商標権 5,811 5,994 △　183

ソフトウェア 30,759 35,116 △　4,357

投資その他の資産 2,300,041 13.9 2,621,654 13.3 △　321,613

投資有価証券 922,653 1,505,731 △　583,073

子会社株式 716,019 736,019 △　20,000

従業員長期貸付金 17,092 29,637 △　12,545

長期前払費用 8,373 13,780 △　5,407

長期繰延税金資産 496,140 194,822 301,318

その他投資等 150,328 177,351 △　27,023

貸倒引当金 △　10,566 △　35,686 25,120

合計 16,584,113 100.0 19,731,629 100.0 △　3,147,516
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（単位千円）

当事業年度末

平成14年3月31日現在

前事業年度末

平成13年3月31日現在

対前期比較増減

（△印は減）科目

金額 構成比 金額 構成比 金額

（負債の部） ％ ％

流動負債 3,829,363 23.1 5,749,671 29.1 △　1,920,308

支払手形 650,153 1,637,919 △　987,766

設備関係支払手形 182,284 275,865 △　93,581

買掛金 1,023,262 1,338,088 △　314,826

短期借入金 900,000 1,100,000 △　200,000

一年内返済予定の長期借入金 80,000 80,000 ─

未払金 239,976 115,970 124,006

未払事業所税 3,425 3,425 ─

未払消費税等 24,513 49,515 △　25,002

未払費用 636,935 705,668 △　68,733

未払法人税等 13,141 374,755 △　361,614

その他流動負債 75,668 68,461 7,207

固定負債 1,750,607 10.5 2,110,721 10.7 △　360,114

長期借入金 400,000 480,000 △　80,000

退職給付引当金 282,105 645,445 △　363,340

役員退職慰労引当金 204,065 168,096 35,969

預り保証金 847,924 799,573 48,351

その他固定負債 16,511 17,606 △　1,095

負債合計 5,579,970 33.6 7,860,392 39.8 △　2,280,422

（資本の部）

資本金 4,304,793 26.0 4,304,793 21.8 ─

資本準備金 3,101,531 18.7 3,101,531 15.7 ─

利益準備金 511,624 3.1 500,377 2.6 11,247

その他の剰余金 2,992,692 18.0 3,638,893 18.4 △　646,201

別途積立金 2,854,250 2,854,250 ─

当期未処分利益 138,442 784,643 △　646,201

(うち当期純利益) （△　522,478） （467,837）   （△　990,316）

その他有価証券評価差額金 95,030 0.6 325,641 1.7 △　230,611

自己株式 △　1,530 △　0.0 ─ ─ ─

資本合計 11,004,143 66.4 11,871,237 60.2 △　867,094

合計 16,584,113 100.0 19,731,629 100.0 △　3,147,516
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(2) 損 益 計算書
（単位千円）

当事業年度
自平成13年4月１日
至平成14年3月31日

前事業年度
自平成12年4月１日
至平成13年3月31日

対前期比較増減
（△印は減）科目

金額 百分比 金額 百分比 金額

営業損益 ％ ％

売上高 11,472,730 100.0 14,560,709 100.0 △　3,087,979

売上原価 9,550,062 83.2 11,180,583 76.8 △　1,630,521

販売費及び一般管理

費
2,506,404 21.8 2,596,747 17.8 △　90,343

営業利益 △　583,736 △　5.1 783,377 5.4 △　1,367,113

営業外損益

営業外収益 70,471 0.6 331,737 2.3 △　261,266

受取利息 （13,839） （20,647） （△　6,808）

受取配当金 （26,668） （211,224） （△　184,556）

その他 （29,963） （99,865） （△　69,902）

営業外費用 310,906 2.7 117,929 0.8 192,977

支払利息 （28,781） （36,319） （△　7,538）

投資有価証券評価損 （279,310） （78,942） （200,368）

経
　
常
　
損
　
益
　
の
　
部

その他 （2,814） （2,666） （148）

経常利益 △　824,170 △　7.2 997,185 6.8 △　1,821,355

特別利益 198,327 1.7 1,953,769 13.4 △　1,755,442

貸倒引当金戻入額 （16,839） （─） （16,839）

投資有価証券売却益 （3,582） （37,612） （△　34,030）

退職給付過去勤務債務償却額 （177,906） （─） （177,906）

退職給付信託設定益 （─） （1,916,157） （△　1,916,157）

特別損失 273,286 2.4 2,182,929 15.0 △　1,909,643

固定資産処分損 （19,384） （97,635） （△　78,251）

特別割増退職金 （138,329） （─） （138,329）

退職給付会計基準変更

時差異
（─） （2,085,293） （△　2,085,293）

子会社整理損 （110,661） （─） （110,661）

その他 （4,911） （─） （4,911）

特
　
別
　
損
　
益
　
の
　
部

税引前当期純利益 △　899,130 △　7.8 768,025 5.3 △　1,667,155

法人税・住民税及事業税 63,127 0.6 419,101 2.9 △　355,974

法人税等調整額 △　439,779 △　3.8 △　118,914 △　0.8 △　320,865

当期純利益 △　522,478 △　4.6 467,837 3.2 △　990,315

前期繰越利益 660,921 316,806 344,115

当期未処分利益 138,442 784,643 △　646,201

（注）子会社との取引高

売 上 高 1,179,050 1,472,443 △　293,393

仕 入 高 1,262,443 1,268,157 △　5,714

営業取引以外の取引高 79,505 26,340 53,165
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(3) 利 益 処分案
（単位　千円）

科目
当事業年度

自平成13年4月１日

至平成14年3月31日

前事業年度

自平成12年4月１日

至平成13年3月31日

当期未処分利益 138,442 784,643

これを下記のとおり処分します。

利益準備金 ─ 11,247

利益配当金 ─ 97,475

（1株につき2円50銭）

役員賞与金 ─ 15,000

（取締役） （ ─ ） （11,800）

（監査役） （ ─ ） （3,200）

次期繰越利益 138,442 660,921
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法
(1)棚卸資産     ･･････先入先出法による原価法
(2)有価証券
その他有価証券
時価のあるもの･･････決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原

価は総平均法により算定しております。）
時価のないもの･･････総平均法による原価法
(3)デリバティブ ･･････時価法

２．固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産 ･･････定率法を採用しております。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く。)については、
定額法を採用しております。

(2)無形固定資産 ･･････定額法を採用しております。
ただし、自社利用ソフトウェアについては、自社における利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1)貸倒引当金･･････････期末現在有する売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能
性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10
年)による定額法により翌事業年度から費用処理することとしております。

(3)役員退職慰労引当金･･役員退職慰労金の支出に備えるため内規に基づく期末要支給額（全額）方式を採用し
ております。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しております。

５．リース取引の会計処理
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法
(1)ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて繰延ヘッジ処理を採用しております。
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金
(3)ヘッジ方針
将来の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。
(4)ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行っております。
(5)その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの
デリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引の実行および管理は管理部が行っております。
また、取引内容の経過について、毎月の取締役会において報告を行っております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
   消費税等の会計処理
        消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。
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注記事項
（貸借対照表関係）

（当事業年度末） （前事業年度末）

1.有形固定資産減価償却累計額 13,566,606千円 13,053,952千円
2.自己株式数 7,430株 866株
3.事業年度末日満期手形の会計処理
　事業年度末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済しております。
　なお、事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の事業年度末日満期手形が事業年度末日残
高に含まれております。

（当事業年度末） （前事業年度末）

受取手形 157,992千円 248,231千円

（リース取引関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）
当事業年度

自平成13年4月１日

至平成14年3月31日

前事業年度

自平成12年4月１日

至平成13年3月31日

対前期比較増減

（△印は減）

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

1.取得価額相当額、減価償却累計額相
当額、期末残高相当額

取得価額相当額

工具器具備品 2,875 2,875 ─

減価償却累計額相当額

工具器具備品 2,348 1,773 575

期末残高相当額

工具器具備品 527 1,102 △　575

2.未経過リース料期末残高相当額
１　年　以　内 585 605 △　20

１　　年　　超 ─ 585 △　585

合　　　　　計 585 1,191 △　606

3.支払リース料、減価償却費相当額、
支払利息相当額

支払リース料 656 1,246 △　590

減価償却費相当額 575 1,091 △　516

支払利息相当額 47 83 △　36

4.減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

同　　左

5.利息相当額の算定方法 リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては利息法によっており

ます。

同　　左
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（税効果会計関係）
当事業年度
自平成13年4月１日
至平成14年3月31日

前事業年度
自平成12年4月１日
至平成13年3月31日

(1)繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な

原因内訳（千円）

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,207 14,845

賞与引当金損金算入限度超過額 100,635 92,722

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,031,197 1,178,468

退職給付信託設定益 △　789,287 △　885,397

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 85,707 70,600

繰越欠損金 347,767

会員権評価損 57,473 51,858

投資有価証券評価損 150,466 ─

未払事業税 ─ 35,988

その他 30,879 17,181

繰延税金資産合計 1,016,047 576,268

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △　68,815 △　235,809

繰延税金負債合計 △　68,815 △　235,809

繰延税金資産の純額 947,232 340,458

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異（％）

法定実効税率 ４２．０

（調整）

住民税均等割 ２．３

交際費等永久に損金に算入されない項目 １２．２

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △　２２．４

その他 ５．０

税効果会計適用後の法人税等負担率

　法人税等を控除する

前の当期純損益が損失

であるため記載してお

りません。

３９．１

（有価証券関係）
　前事業年度（自平成12年4月1日　至平成13年3月31日）および当事業年度（自平成13年4月1日　至平成
14年3月31日）における子会社株式及び連結会社株式で時価のあるものはありません。
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２．売上高および受注高・受注残高

(1)品種別売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）

当事業年度
自平成13年4月１日
至平成14年3月31日

前事業年度
自平成12年4月１日
至平成13年3月31日

金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

対前期比

（％）

機器用電線 2,230,405 19.4 3,585,261 24.6 62.2

その他電線 1,947,766 17.0 2,131,443 14.6 91.4

（電線小計） 4,178,172 36.4 5,716,704 39.3 73.1

（通信ケーブル小計） 3,437,894 30.0 3,658,493 25.1 94.0

コネクタ 1,919,769 16.7 2,883,390 19.8 66.6

基板 652,936 5.7 734,357 5.0 88.9

（電子部品小計） 2,572,706 22.4 3,617,746 24.8 71.1

統合配線 864,284 7.5 1,146,240 7.9 75.4

その他 419,673 3.7 421,525 2.9 99.6

合計 11,472,730 100.0 14,560,709 100.0 78.8

うち輸出 1,532,788 13.4 1,565,161 10.7 97.9

(2)品種別受注高および受注残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位千円）

受注高 受注残高

当事業年度
自平成13年4月１日
至平成14年3月31日

前事業年度
自平成12年4月１日
至平成13年3月31日

当事業年度
平成14年3月
31日現在

前事業年度
平成13年3月
31日現在

金額
構成比

（％）
金額

構成比

（％）

対前期比

（％）

金額 金額

機器用電線 2,205,338 19.7 3,540,093 24.1 62.3 113,174 138,241

その他電線 1,694,161 15.2 2,346,472 16.0 72.2 83,645 337,250

（電線小計） 3,899,499 34.9 5,886,565 40.1 66.2 196,819 475,492

（通信ケーブル小計） 3,438,906 30.8 3,633,243 24.7 94.7 112,889 111,878

コネクタ 1,843,620 16.5 2,918,819 19.9 63.2 178,264 254,413

基板 675,820 6.0 713,154 4.9 94.8 67,219 44,335

（電子部品小計） 2,519,441 22.5 3,631,973 24.7 69.4 245,483 298,749

統合配線 903,308 8.1 1,108,349 7.5 81.5 56,502 17,479

その他 419,673 3.8 421,525 2.9 99.6 ─ ─

合計 11,180,828 100.0 14,681,653 100.0 76.2 611,695 903,598
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３．役 員 の 異 動    ( 就退任予定日　平成14年 6月 27日)

１．代表者の異動

　1)新任代表取締役候補

　　　取締役社長　 榊 　　靖 夫

(現・沖電気工業株式会社取締役)

(現・当社顧問  　　　　　　　)

２．その他の役員の異動

　1)昇格予定取締役

　　　取締役会長 西 澤　定 律

(現・代表取締役社長)

　2)新任取締役候補

　　　取締役 生産本部群馬工場長 田 川　和 弘

(現・理事 生産本部群馬工場長)

　3)新任監査役候補

　　　常勤監査役 田 口　正 昭

(現・理事 )

　　　常勤監査役 宇 山　武 彦

(現・沖電線商事㈱代表取締役社長)

　4)退任予定取締役

　　　取締役 生産本部長 岩 瀬　一 郎

　 (理事 生産本部長)

　5)退任予定監査役

　　　常勤監査役 田中　喜代次

　　　常勤監査役 羽生田　忠常


